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１．はじめに

近年、国際誌の影響力や論文数・被引用数といった指標による研究評価が加熱しており、世界大

学ランキングなどのように他国との研究力の比較も盛んに行われている。一方で、自然科学系を中

心に国際共同研究が日常的に行われており、海外での研鑽の機会や海外からの招聘の機会も拡大し

ている。

このような学術の国際化はどのように始まり、進展していったのだろうか。

我が国の科学技術は、明治維新以降、欧米諸国への追随を続けてきた。明治・大正期は、高等教

育を受けた者が官費留学し、帰国後は主に教育に従事しなければならなかったものの、海外と交流

しながら、国の近代化を図ってきた。また、組織的にも、東京学士会院の万国学士院連合会

（International Associations of Academies）への加盟に伴う、1906年の帝国学士院への改組、万国
学術研究会議（International Research Council、以下 IRC）の創設決定に伴う 1920年の学術研究
会議（National Research Council、以下 NRC）設置、1922年の Albert Einstein来日に代表される
海外著名研究者の招聘など、学術をめぐる国際連携が図られてきた。

学術の国際化に関しては、多くの研究蓄積が存在する。例えば、Fox1)は、戦争との関係に必ず

しも規定されない、国境や言語の壁を超える知的活動としての科学という視点から、国際学会の増

加や文献目録の編纂、種々の国際学術組織の成立といった学術交流の様相を描いている。Gordin2)

は、学術の国際化に伴う使用言語の変遷を扱っている。同書では、1900年の万国学士院連合会の
設置や 1919年の IRCの設置、それに対するドイツ国内での連携強化について触れており、1920年
代を境に、英語論文が他言語と比較して優勢になっていることを示している。Bartholomew3)は、

日本近代の学術の構築過程をまとめており、明治時代からの官費留学生や学術研究会議の設立経

過、学術言語の相克について記している。また、化学分野では、Kikuchi4)は、第一次大戦を受け

た国内の化学界の再編成と櫻井錠二の役割を論じるとともに、米国NRCモデルの移入を指摘して
いる。これら文献に共通するのは、学術の国際化を論じる切り口として、組織体の形成が扱われて

いる点である。

一方で、学術の国際化、という概念は一意に決まっていない。しかし、ある国の研究活動の総体

が世界を舞台に行われること、と定めるならば、その展開過程を探るひとつの手がかりとして、国
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際的な研究発表の場に着目することが有用であろう。

本稿で注目するのは、1926（大正 15）年に東京で開催された、第 3回汎太平洋学術会議（The 
Third Pan-Pacific Science Congress；以下、PSCないし第 3回会議）である。同会議は、学術研究
会議が主催した、日本において初めての大規模な国際会議として知られ、議長は櫻井錠二（1858–
1939、以下櫻井）が務めている。汎太平洋学術会議は、1920年に始まる環太平洋諸国の自然科学
系の研究者を対象とする国際会議であり、現在では 4年に 1度世界大会が開催され、1千 –2千人
程度の参加者がある 5)。

近代日本における国際会議事情としては、1926年以前にも、1913（大正 2）年の東亜気象台長会
議6)、1925（大正 14）年の第 6回極東熱帯病会議、国際衛生技術官交換会議7)が挙げられ、各分野

の関係者が集結しているが、いずれも小規模で対象分野や対象者が限定的である。

PSCを取り上げるべき理由としては、［1］規模の大きさ、［2］分野の多様性、［3］学術界の主
要人物の関わりである。一般的に、国際会議を主催することは、会場の確保に始まり、予算の調達、

招待者・参加者との連絡調整など、企画運営の作業が数多くある。PSC開催が決まった 1923年当
時の日本は、関東大震災の直後であり、復興のために財政面での負担が大きかったはずであるが、

それにもかかわらず、PSCを開催している。また、今日では分野ごとの学会やさらに細分化され
た学会が一般的となっているが、PSCは広く自然科学系を対象としており、ゆえに諸分野の研究
者が多数集まっている。そして、当時、学術行政に携わっていた科学者らが会議運営に尽力してい

るのである。こうしてみると、なぜそのような苦労をあえて引き受けたのか、という問いが出てく

る。

２．先行研究の検討と本研究の相対化

PSCの先行研究は、極めて少ない状況である。通史を参照すると、『学制百年史』8)では、「大正

期以降における学術の発展」の項目において、学術の国際交流が本格化した具体例として学術研究

会議の設立と並立して PSCの開催を挙げている。『日本科学技術史大系』9)では、国際交流の一環

として PSCを取り上げているが、詳細な記載には至っていない。『日本学術会議 25年史』10)では、

学術研究会議の設立背景と事業の概要が紹介されており、PSCに関しては、盛会であったこと、
日本の科学を紹介する書籍を刊行したこと、開催を機に学術組織が結成されたことが書かれている

が、200字程度の記述にとどまっている。『日本学士院 80年史』11)では、学術研究会議の設立経過

が書かれているが、PSCについては学術研究会議の主催であるためか、特に触れられていない。
国際関係学の Akamiは、太平洋問題調査会（Institute of Pacific Relations）という国際組織の発

達の文脈で PSCを扱っており、帝国間の協力のための場を形成したと述べている12)。また、

MacLeod and Rehbockが、1999年の汎太平洋学術会議上で行った講演を基に、第 1回・第 2回会
議についてまとめているが、第 3回会議は言及している程度である13)。

科学史関連では、前節で示した Fox、Gordin、Bartholomew、Kikuchiの各著作において、PSC
は取り上げられていない。廣重14)は PSCに言及しているが、昭和前期の科学の発達と比して PSC
当時は地震学ぐらいしか誇れるものがなかった、と述べたに留まる。古川15)は、ヨーロッパ科学の

社会史を描く中で、戦間期の科学者を取り上げているが、PSCについてはとくに言及がない。し
かし、PSCには英国やフランス、オランダといった欧州からの参加があり、逆にドイツの参加は
なかったという事情がある。

経営史においては、沢井16)が、近代日本の研究開発体制を体系的に記述しているが、PSCにつ
いては取り上げていない。青木17)は、国内の試験研究機関と学協会の設立事情を論じる中で、学術

研究会議が PSCを開催し、海外に向け国内の学術研究機関の紹介を行ったことを述べているが、4
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行程度にとどまっている。

学会報告まで含めれば、Wadaや Hagmannが、PSCと 1929（昭和 4）年開催の万国工業会議（World 
Engineering Congress）の 2会議を取り上げ、大規模性と日本の宣伝効果といった、両会議におけ
る特徴と成果に言及している18)。しかし、万国工業会議は PSCにならったものであるため、まず
は手探りで準備したであろう PSCのみを検討する価値があるように思われる。
以上のように、PSCそのものを主題にしたものは管見の限り見当たらない。他方、拙稿19)では、

櫻井錠二の学術振興に関する活動に注目し、PSCについての言動や議長としての関与を指摘し、
学術振興活動の一環であるとした。また、拙稿20)では、PSCに関する櫻井の御進講を紹介し、PSC
の開催は日本と日本の学術の国際化が目的であった可能性を述べた。

国内における学術の国際化を動的に検討するためには、PSCの舞台裏に焦点を当てるとともに、
準備過程の資料を用いることが不可欠である。具体的には、関係者による論考や新聞記事、PSC
関連の出版物についての十分な検討、石川県立歴史博物館や国立科学博物館が所蔵する櫻井関連の

資料で、PSC主催者側としての構想メモや御進講を用いる。なぜなら、上述したように、この規
模の企画を実施するには、予算や場所の確保のための交渉、参加者を集めるための仕掛け、利害関

係者との調整、資料の準備など、様々な動きがあるからである。また、同会議の関係者は多数であ

るが、まずは議長を務めた櫻井に関する未検討資料を扱うことで、新たな貢献が可能であろう。し

たがって、本稿では第 3回汎太平洋学術会議の開催経緯について、櫻井錠二の視座から実証すると
ともに、会議の特質を解明することとする。

３．PSCの開催経緯　　

3-1．第 1回、第 2回の概況と日本の関与状況
はじめに、第 1回会議、第 2回会議の概況と日本の関与状況について検証する。
第 1回は、米国の非公式招聘に応じて、太平洋に関する種々の問題を科学的に解決することを目

的として、1920年 8月 2日～ 20日、ハワイのホノルルで開催された。中心となった人物は、イエー
ル大学教授で米国 NRC会長の Herbert Gregory ［地理学］である。日本、豪州、ニュージーラン
ドほか汎太平洋の 9カ国からそれぞれ 1～ 7名が参加し、計 103名、うち海外から 57名の参加と
なった21)。日本からは、大森房吉［地震学］、岸上鎌吉［動物学］、柴田桂太［植物学］、山崎直方［地

理学］の 4名が出席した22)。同会議は、個々の研究者の参加という形であり、一時的なものであっ

たが、Gregoryの発案で、会議が有益であるため 3年ごとに開催し、主催国は持ち回り制とするこ
とが合意された23)。これに際し、開催候補地として次回は豪州、次々回は日本が挙がった24)。

これを受け、欧米諸国との連携を主事業とする学術研究会議の副会長であった櫻井は、「此の機

会を逸しては知識階級の多数外人に我国に関する正しき認識を与へることが何時出来るか分らぬか

ら是非遣る又立派に遣遂げて見せる25)」と決意した。櫻井はまた「どうかして其の希望に応じ而し

て斯様な機会に於て我国の文化を十分海外に宣揚することに努力して見たいといふ心持26)」になっ

たと述べている。このため、まず第 1回会議に参加した面々に謀り、次に学界関係者にも謀ったと
ころ、賛同された27)。さらに、「之には是非共先づ政府の援助が必要である」として、資金調達に

関して、文部省との交渉を重ね、予算の見込みをつけ、内閣の内諾を得たうえで、第 2回会議を迎
えた28)。

1923（大正 12）年 8月 13日－ 9月 3日、第 2回会議が豪州で開催された29)。主催は、設置後 1
年の豪州学術研究会議（Australian National Research Council）で、8月 13～ 22日はメルボルン、
8月 23日～ 9月 3日はシドニーで開催された30)。目的は第 1回のときよりは具体化しており、“to 
deal with wide subjects, many of them of international significance, from a practical as well as a 
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purely scientific point of view31) ”（国際的に意義のある幅広いテーマを、純粋に科学的な観点から

だけでなく、実用的な観点から扱う）となっている。第 2回会議には、第 1回の約 4倍となる 400
名（うち海外 80名）が参加した。最も参加者が多かったのは、米国 17名である32)。日本代表は、

学術研究会議から、大森房吉［地震学］、山崎直方［地理学］、池野成一郎［植物学］、新城新蔵［天

文学］、小倉伸吉［海洋学］、近藤萬太郎［農学］、仁田直［獣医学］、戸田正三［衛生学］、大島政

満［生物学］、櫻井［化学、学術研究会議副会長］の 10名であった33)。また、貴族院から豪州視察

として、当時貴族院議員であった櫻井のほか、議員 4名と書記官 1名の計 6名が参加した34)。なか

でも、“strong delegation” として注目されていた日本代表は、櫻井、大森、山崎、大島であった35)。

櫻井は開催初日の 8月 13日、開会式において、“Japan’s message to the Second Pan-Pacific Science 
Congress”36)という挨拶を行い、参加できた喜びを表明している。

第 2回会議は第 1回会議に比べると大規模であり、見学旅行も充実していた。櫻井自身、日本代
表として参加して歓待を受けたとしている37)。

会期中の 9月 1日、関東大震災が発生した。次回開催地を決める最終日、9月 3日の総会で日本
が内定通り第 3回会議を開催することについて、聴衆は沈黙したまま賛成したが、櫻井は演説にお
いて、関東大震災から立ち直って歓迎することを約束した38)。

日本側は、第 2回会議に参加する前に第 3回会議の開催地に内定していたため、第 2回会議を設
置間もない豪・学術研究会議が主催したことは、日本の学術研究会議が第 3回会議を主催するとい
う前例になっていたと考えられる。また、日本の学術研究会議は 1920年設置であり、1923年から
3ヶ年の準備にあたったことで、国内的に何をする機関なのかを示しうる、つまり設置を正当化し
うる重要な機会であったと考えられる。また、当時、国際会議においては、日本人が欧米に派遣さ

れるばかりであったため、PSCの招致は欧米から来日がかなう好機であったとも考えられる。

3-2．第 3回構想と復興を伴う課題の克服
第 2回会議を終え、日本代表団は、同年 10月 19日に帰国した。櫻井は、すぐさま、第 3回会議
の準備に取り掛かった。帰国翌日の 10月 20日、櫻井は岡野敬次郎文部大臣（同年 9月 6日就任）
に面会し、第 2回会議の報告と第 3回会議の相談を行い、補助金交付について確認したところ、岡
野大臣から、心配に及ばないという旨の回答を得た39)。

第 3回会議の企画について、「開催計画ノ大要」として、櫻井は下記のように記している40)。

　　一，期日　大正十五年十月ヨリ十一月ニ渉リ約二十日間

　　二，開会地　東京又ハ京都

　　三，会場　大学又ハ貴族院借用ノ見込

　　四，会議　総会及部会

　　　　 部会ノ種類ハ農学、人類学、植物学、地球物理学、地理学、地質学、衛生学、獣医学等ニ
関スルモノ

　　五，見学及見学旅行　大学、研究所、試験、日光、箱根等

　　六，海外参会者数　二百人ノ見込

　　　　 経費予算　海外来会者宿泊料接待費等一人一日金四拾五円、二百人二十日間計金十八萬
円。各種案内記編纂費、報告出版費、各種印刷費計金五萬円。合計金弐拾参万圓

ここには、開催時期・開催地・会場・分野や構成・見学旅行・海外からの招待者の人数といった

骨格となる事項が示されている。これらは開催地候補の 1つに京都が挙がっていたことを除けば、
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実際の開催状況とほぼ同じである。経費の概算額 23万円は、仮に当時の 1円＝現在の 1千円とし
て計算すると、2.3億円程度41)であり、そのうち 8割近くの 18万円（現在の 1.8億円程度）が海外
からの招待にかかる費用であった。会期約20日間における海外参加者 1人あたりの金額は 900円（現
在の 90万円程度）で試算されている。この構想案とあわせて、文部大臣宛の「第三回汎太平洋学
術会議開催ニ関スル稟申」という手書き原稿が 2枚あり、開催と費用の必要性が次のように記され
ている42)。

　　　 這
しゃはん

般の大震火災ニ依リ不幸ニシテ我邦ハ莫大ナル損害ヲ蒙リ我財政ハ甚シキ困難ニ陥リタル

（中略）汎太平洋学術会議ハ太平洋沿岸諸国ノ科学者相協力シテ是等諸国ニ共通ノ学術問題

ヲ攻究スルト共ニ是等諸国民ノ親善ヲ図リ世界ノ平和ニ貢献センコトヲ期スルヲ以テ目的ト

スルモノニシテ極メテ重要ナル国際的機関ニ有之而モ前述ノ如ク大正十五年ニ次回会議ヲ本

邦ニ於テ開催スルコトハ其ノ総会ニ於テ既ニ議決シタル所ニ有之候ヘハ此際右計画ヲ中止又

ハ繰延フルコトナキ様御配慮ヲ煩度候（中略）次回会議ニ関スル総テノ準備ハ直ニ之ニ着手

スル必要有之候ニ付稟申ノ儀成ルヘク速ニ御詮議相成候様致度又前記予算ハ準備上必要有之

候ニ付43)大正十三44)年度ニ於テ金壱万円同十四年度於テ金弐萬圓同十五年度ニ於テ弐拾萬

圓45)御交附相成候様致度候

これは、文部省に対する開催の念押しであり、予算依頼でもある。引用前半では、大震災があって

財政が厳しい状況であるが中止や延期がないように、と述べている。引用後半では、汎太平洋学術

会議の準備にただちに取りかかる必要があるため、早く稟議を終えて費用交付を、と述べている。

また、当初は、開催前年にあたる大正 14（1925）年度に一部の交付を、との旨のみを記載してい
たが、「大正十三年度ニ於テ金壱万円同十四年度於テ金弐萬圓同十五年度ニ於テ弐拾萬圓」と加筆

され、開催前々年にあたる 1924（大正 13）年度から徐々に交付を始め、1924年度 1万円、1925（大
正 14）年度 2万円、1926（大正 15）年度 20万円と、各年度における交付希望額を具体的に示して
いる。

また、上記の構想と稟申案からは、1923年 10–12月の時点で、関東大震災の克服を前提に、第 3
回会議の規模・予算額・永久機関設置・分野を超えた学術交流・海外参加者向けの見学旅行や接待

の構想があったことがわかる。

3-3．準備体制の編成と言語の決定
第 3回の開催に当たって、主催者側では、［1］見学旅行の下見を行い最適な旅程と案内書を提供；

［2］日本の研究について紹介する Scientific Japan, Past and Present（『現今の科学日本』：筆者訳）の
編纂出版；［3］ 園遊会や晩餐会など歓迎接待の準備を行った46)。

これらの準備にあたったのは、学術研究会議会員の新城新蔵［天文学］、田中館愛橘［物理学］、

松原行一［化学］、中村清二［物理学］、山崎直方［地理学］、井上禧之助・矢部長克［地質学］、安

藤廣太郎［農学］、岸上鎌吉［動物学］、池野成一郎［植物学］、小金井良精・永井潜・北島多一［医

学］、斯波忠三郎［工学］、高木貞治［数学］の 15名である47)。早くも 1923年末時点において、櫻
井が委員長となり、準備委員として選定した面々だ。この 15名をもって 1924年 1月に第 1回準備
委員会を開き、同 4月までに「一通りの準備を完了し、4月以後は更に委員以外の人にもお願いし
て予算の許すだけ準備の範囲を大きくしようと考えて居る」としている48)。準備メンバーは実際に

拡大・機能分化し、常務委員 9名、準備委員会特別委員長 5名、準備委員 70名―常務委員、特別
委員長、事務 5名を含む̶となっている49)。PSC主催者側として、総裁に閑院宮載

ことひと

仁親王を迎え、
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名誉会長に若槻礼次郎総理大臣、名誉副会長に各国大使・公使、国内の政界・学界の有力者を置い

ているが、実働は学術研究会議の会員であった。会員の総数は発足当時 94名だったので、8割方
が準備委員ということになる。こうした委員の働きについて櫻井は、「私の仕事は只大体の組織を

計画したに過ぎないので、その実行に就ての非常に面倒な事務や、困難な交渉等は常務委員諸氏が

分担され、全部遂行して戴いたので実に感謝に堪へない。50)」と特に常務委員の実働が大きいこと

を述べている。

学術研究会議の会員は、もともと国内における第一線ないし、1922年の停年制導入前後に退職
した自然科学研究者である。研究に資する取組とはいえ、国際会議の企画運営にあたったというこ

とは、彼ら自身が PSC主催の重要性を―政治的な重要性も含めて―認識していたということだろ
う。一方で、櫻井が「事務所のタイピストや給仕等は夜遅くまで欣んで働いて呉れたのである。51)」

と記しているように、研究者だけでなく、会議準備を積極的に支えた人々がおり、日本にとってあ

る種の祭典のようであったことがうかがえる。

第 3回会議では、英語を公用語とすることが決定された。櫻井が開催前の 8月に刊行した「本邦
科学の国際化」52)では、「我国に於て発表せらるる科学的業績の大部分、否殆んどその全部が世界に

通用せざる邦語を以て書かれるが為めに、実際に於て知識の交換が行はれて居らぬのである。（中

略）要するに科学は世界共通のものであるから、その研究を発表するに当つては世界に広く通ずる

ところの国語を用ゐることが至当であり、必要であり、又発表する者の義務である。」と述べ、例

として英語、フランス語、ドイツ語の使用を挙げている。もともと、学術研究会議設置の際、その

構想からドイツを排除したことで、ドイツ派の医学系研究者と、設置の指揮を執った英国派の櫻井

や田中舘愛橘との間で軋轢があり53)、そのことが発表言語として複数の選択肢を提示させた可能性

はある。実際には、参加者への告知として、論文は英文にて作成、英文以外で講演する場合でも必

ず抄録は英文であることが明記されている54)。この決定について、中村精男［気象学］ら、反対の

学者がいた。彼らの主張は、日本で開催するのだから日本語を使うべきで、やむを得なければエス

ペラント語にすべき、なぜ英米に配慮する必要があるか、という趣旨であり、開催直前の 1926年
10月に反対公開状を出すという動きがあった55)。

ただ、海外参加者には欧州からの参加もあったが、過半数は、太平洋周辺にある米国・豪州・カ

ナダといった英語圏からの参加であった。また、第 1回、第 2回会議で公用語となっていた英語を、
第 3回会議でも公用語とすることは順当な流れである。さらに、議長の櫻井が英語に堪能だったこ
とも一因であろう56)。PSCの公用語を英語とすることで、櫻井が資料や制作物全般に目配りしやす
くなるとともに、海外参加者との意思伝達が円滑になるからである。

3-4．編纂出版、永久機関案の起草
先述の Scientific Japanは、新城新蔵が編集主担当で、日本の学術の発達状況や研究成果をまとめ
た英語の書籍である57)。同書は全 14章構成となっており、例えば、第 1章 Geographical Sketch of 
Japan（日本の地理概観）山崎直方［帝国学士院会員、日本地理学会長］；第 2章 The Climate of 
Japan, with a note on the Meteorological Service in Japan（日本の気候：日本における気象事業に
ついての言及を交えて）岡田武松［中央気象台長］；第 14章 Learned Institutions（学術関連機関）
が収録されている。

また、Second Announcement（全 27頁）では会議日程のほか、各国代表の旅程、日本地図、気候
と服装等について案内された58)。開催終了後に出版された Proceedings59)では、参加者・日程・挨拶

等を掲載した［A］ General Part（一般の部）と発表原稿を掲載する［B］ Scientific Part（学術の部）
に分かれており、2冊構成で 2,600頁超となっている60)。
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ほかにも、見学旅行の専門的な案内書を 24冊発行した61)。例えば Chichibu（秩父）62)、The Ashio 
Copper Mine（足尾銅山）63)、Unzen Volcanoes（雲仙岳）64)などがあり、いずれも英語で記されている。

これらの著者は PSCと学術研究会議となっているが、うち 10冊については、団体名と併記して研
究者個人名が挙がっており、専門的な内容を含むためと考えられる。

こうした出版と同時期に、帝国学士院では 1926年 1月から月刊で欧文紀事 Proceedings of the 
Imperial Academyを発行し、海外に配布している。櫻井は 1926年 2月に帝国学士院長に就任して
いるが、5月 16日の帝国学士院第 16回授賞式演説では「本院の最も重要なる事業が、国内学術の
発達を図ることにあるは言を俟たざる所でありますが、更に国内の学術業績を海外の学界に紹介し

て、世の共有物たらしめ、以て本邦が他の文明諸国と共に文運に貢献すべく努力することは、正し

く本院の重大なる職能の一であることを信ずる次第であります。65)」と、研究成果を国際的に発信

することの重要性を述べている。

開催準備と並行して、準備委員は「永久的国際機関規程案」を作成した。永久的国際機関とは、

太平洋学術協会（Pacific Science Association; PSA）のことである66)。第 1回会議時点でその構想が
あったもので、第 2回会議時点で中心メンバーらが提案し、第 3回会期中に設立を決議することと
なっていた。規程の内容は「太平洋地域関係の諸国で構成」「三年ごとに太平洋学術会議を開催」「目

的は諸国学者の協力による太平洋地域に関する自然科学的問題の解決および諸民族の幸福や国交親

善への寄与67)」などで、これまで実施してきた諸条件を明文化したに過ぎない感はあるが、それで

も、「なるべく広範囲の問題を選定・討議」「公用語は英語」「見学旅行を開催し親睦と文化理解に

努める」など、日本開催の工夫とみられる点が盛り込まれた。

3-5．長期かつ凝縮された日程、新聞社からの注目
続いて、実際の会議の様子を検討する。第 3回会議は、主に東京帝国大学を会場として開催され

た（図 1）。期間は、会期前後各 10日間の見学旅行を含む約 1ヶ月間にわたった（表 1）。
日程で特徴的であるのは、発表区分が 3種類設けられていることである。すなわち、地質学、動

物学、人類学など分野ごとの小分科会（Sectional Meeting）、物理系と生物学系の 2大分野の部会
（Divisional Meeting）、2部会を合わせた連合部会（Joint Divisional Meeting）である。『第二要報』
では「太平洋及び太平洋地域に関する学術的問題につき論文を発表し、討議を行ひ、時々通俗講演

を公開し、又会期中並に其の前後を通し数回の見学旅行を行ふ68)」と方針が書かれている。また、

具体的な方法として、「一の問題を多方面より攻究し、以て之が解決を容易ならしめんが為、重要

にして範囲の稍
やや

広汎なる若干の問題を予め選定し、諸専門の科学者か
ママ

之に関する研究の結果を寄与

するの方針を採れり…69)」とし、物理的諸科学と生物的諸科学の 2大部会を設けること、両部会を
合同した連合部会を開催することが示されている。

櫻井は第 2回会議の改善点について、（1）会議の目的が不明確、論文は太平洋関連のものに限定
すべき；（2）広範囲・種々の方面から論議すべきものが殆ど皆無；（3）小分科会同士の交流が稀薄、
と指摘している70)。これに基づき、第 3回会議では（1）開幕・閉幕のほか総会を 3回開催し、総
合的研究に関する論文を発表する；（2）部会を物理諸学科と生物諸学科とに大別する；（3）小分科
会の数を限定することとした71)。

実際、小分科会は合計 24あったが、時程では 4コマに止まっている。ただし、小分科会では、
Geologyと Geographyが 5回、Agricultureが 4回、Anthropology and Ethnologyが 3回と、他
の分野よりも多くなっている72)。部会は 8回開催され、同日に 2回実施する日が 2日あった。部会
のうち物理系では、天文観測、地球物理的問題と太陽の活動との関係、地磁気の分布、気象上の研

究など 23の発表があった73)。部会のうち生物系では、特殊の陸生又は海生植物の分布、昆虫殊に
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有用動植物に影響するもの、カツオ・マグロの分布と生態、天然記念物の保存など 28の発表があっ
た74)。連合部会は会期中 2回実施され、テーマは「重要なる太平洋学術問題の国際共同研究に関す
る具体的計画案」と「太平洋の物理的及生物的海洋学に関する現今の知識」であった75)。発表区分

を大括りにして諸分野の研究者が 1つのテーマを議論するという工夫は、テーマそのものの課題解
決のための効率性を見込んだことはもちろん、代表国と分野が多様である場づくりをし、日本の宣

伝効果をねらうとともに、日本研究者が海外研究者と共同研究をするきっかけ作りであったともい

える。

また、会場においては、「本邦の外、ソヴイエツト連邦、蘭領印度、仏領印度支那等の出品に係

る地質、地理、地震、火山等に関する研究資料を多数に陳列致して参考に供し76)」ており、発表に

関する展示場所も設けられた。

初期の（第 10回までの）汎太平洋学術会議では、40%の論文が地学関係であった77)とはいえ、

分野は幅広く、第 3回会議についても、太平洋に関するもの、という共通項以外は、農学、人類
学、植物学、地球物理学、地理学、地質学、衛生学、獣医学と多様であった。

第 3回会議では、海外の著名研究者による一般向け講演会も行われた。Ray L. Wilbur ［医学博士、
スタンフォード大学学長、1875–1949］による “Experimental Methods of Science（科学実験の方
法）”、Griffith Taylor ［理学博士、地理学・人類学、シドニー大学、1880–1963］による “The 
Australian Aborigines（オーストラリア先住民）”など、計 8回実施している78)。

PSCのもう一つの特徴は、見学旅行である。見学旅行は 2年前から準備に着手しており79)、先述

したとおり、下見を行い、海外参加者用の専門的な案内書を方面ごとに作成した。Proceedingsでは、
多くの行き先が示されており、40行程に上っている（筆者調べ）。会期前は日本列島の北方面、会
期中の週末は東京近郊、会期後は日本列島の南方面として構成されており、目的地をみても、北海

道、仙台、日光、箱根、京都、宮島、阿蘇、桜島、と日本縦断の行程となっている。

参加者へのもてなしに関しても、注目する必要がある。皇室による霞ヶ関離宮での茶会、赤坂離

宮での観菊会、載仁親王による園遊会が催されたことを始め80)、Proceedingsには、Prime 
Minister's Banquet（若槻総理大臣による晩餐会）、Tokyo Mayor’s Dinner（東京市長による夕食会）、
Imperial Academy Lunch（帝国学士院午餐会）、Pan-Pacific Association Lunch（太平洋学術協会
午餐会）、President’s Banquet（櫻井会長による晩餐会）と 5回の社交行事が記されている81)。準

備段階では上流階級の女性陣による委員会を構成し、「官民多数の催に係る幾多の歓迎会82)」につ

いて計画していたとあり、実際にはさらに多数だった可能性がある。これ以外にも、幣原［喜重郎］

外相、徳川［義親］公［尾張徳川家、貴族院議員、植物学者］、藤山雷太［実業家、大日本精糖］

による招待会、帝国劇場見物、帝国ホテルにおける村田嘉久子［舞台女優］の舞踊見物、能見物が

用意された83)。したがって、日程表には掲載されていないが、接待全般にも相当の力を入れていた

ことがうかがえる。

第 3回会議は、新聞各社の注目を集めた。開催前には、例えば 1923年 12月に「次の学術会議大
正 15年秋東京に」と報じられ、開催予算についても、各年度の予算計画が掲載されている84)。

1924年 4月には「世界の学者へ招待状を　汎太平洋会議の準備相談進む」85)、1926年 7月には「今
秋東京で開かれる歴史的大学術会議」86)、会議直前の 10月 26日には「汎太平洋会議を国際親和機
関に」87)など予算要求や準備状況が報じられた。また、会期中には連日のように取り上げられ、

1926年 10月 30日の会議初日には「劃期的の二大事項きょうから　提出されている四百余の論
文」88)、翌 31日の開会翌日には「世界の学界に誇るべき太平洋学術会議開く　わが学界未曾有の盛
観」89)など、研究発表の内容や開催の様子が報じられた。PSCの記事掲載は朝日新聞が多いが、こ
れは日本側参加者に東京 /大阪朝日新聞の柳田国男［民俗学］がいたためとも考えられる。
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3-6．多数の参加と発表　
続いて、実際の参加状況について検討する。第 3回会議では、海外 21の国・地域から、106機関、

194名が参加した90)。国内参加者は 400名以上であった91)。櫻井は、海外からの参加者数は、第 1
回会議と比較して 2倍、第 2回会議と比較して 3倍であったとしている92)。また、御進講において

も、第二回では国・地域の数が 14、機関数が 67、海外参加者は約 100名であったところ、第 3回
会議は「数に於て既に遙に優勢てあるのてあります93)」と述べており、過去の大会の状況を意識し

ていたことがわかる。

海外代表機関としては、最も参加機関・人数が多い米国の例を挙げると、大学ではカリフォルニ

ア工科大学、ハーバード大学、スタンフォード大学、イエール大学等、学協会では、米国化学会、

米国地理学会、スミソニアン協会等、米政府では農務省や海軍省といった主要機関が参加してい

る94)。日本人の参加者は、学術研究会議の会員を始め、大学や研究所の研究者、政府関係者等であ

る95)。この盛り上がりについては、新聞でも、「けふ帝大講堂に集へる学者数百名　わが学会未曾

有の盛観」と、学術界のかつてない大結合であると報じている96)。

研究発表に関しては、例えば山崎直方による“Physiographical Studies of the Kwanto Earthquake 
of 1923（大正 12年関東大地震の自然地理学研究）”、柴田雄次による “The Chemical Investigation 
of Japanese Minerals c ontaining Rarer Elements（希少元素を含む日本の鉱物の化学的調査）”など
地学関係が多く発表された97)。筆者調べでは、Proceedings の第 1巻に連合部会と部会の 177論文、
第 2巻に分科会の 293論文、合わせて 470論文が掲載されている。日本からの発表は 200程度であ
るので、全発表中半数近くが国内からの発表であり、日本側参加者のうち半数が発表したことにな

る。

3-7．開催の「成果」と反響　
開催成果として、まず、日本側の自己評価はどのようであったか。1926年 12月発行の『東洋学
芸雑誌』では、第 3回会議が特集されており、40頁以上にわたる「会議日誌」98)がある。そこでは

「嘗つて見ざる盛況の裡に異常の成功と、深甚の印象とを残して」、「厳粛の裡に温情満ち静かにし

かも活気溢れ、統一せられたる国語の下に各員の心と心を相触れ、相照らして99)」と、第 3回会議
が盛会であるとともに感情面での交流ができたとしている。また、同誌の 1927年 1月号において、
櫻井は、開催の成果として、1）使用言語を英語としたため日本の学術を海外に紹介する絶好の機
会となった；2）日本の研究者、とくに若手が大きく刺激を受けた；3）国際親善の上で大きな効果
があった；4）欧米諸国の一流の科学者を過去最多で招いた、としている。そして、一番の成果は、
日本が終始リードし、世界の学界における日本の地位を高めたことであるとする100)。櫻井は同稿

で、第 3回会議の反省点として、接待企画が多く自由な時間がなかったこと、提出論文が多すぎて
十分に議論できなかったことを挙げている101)。しかし、これに対し英国の Gerald P. Lenox-
Conyngham ［測地学］は、接待が多かったことでいろいろな人と知り合いになり、提出論文が多
かったことは日本の学術が如何に進んでいるかを示すものである、と述べた。これは社交辞令で

あった可能性もあるが、櫻井はこの言に対し「誠によく会議の目的を了解した見方である102)」と

述べており、主催者としては PSCの目的が世界の学界における日本の存在の顕示だったことを示
唆している。

開催後の 11月 24日、櫻井は摂政の座にあった東宮（のちの昭和天皇）に御進講をおこなってい
るが103)、そこでは、日本の学界の国際化、国交親善、PSA設立への関与を成果として述べている。
公式には、PSCの開催目的を［1］ 太平洋地域に関連する科学的問題、特に太平洋地域の人の繁栄
と幸福に影響を与える問題の研究における協力、［2］ 太平洋の人々の兄弟愛を促進し、平和の絆を
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強めるため104)としている。しかし、上記の準備段階や櫻井の発言で顕在化しているように、実際

には、英語での研究発表・研究交流の機会の工夫・海外研究者への接待や旅行の調整・国内の研究

紹介などの仕掛けにより、諸外国からの参加者に日本や日本の学術を宣伝する目的だったのであ

る。

果たして、その日本側の企図の成否はどのようであったか。海外参加者への贈呈とみられる、

Souvenir of the Third Pan-Pacific Science Congress105)（第 3回汎太平洋学術会議の手土産：筆者訳）と
いう冊子には、各国代表者の写真や参加者の集合写真のほか、開閉会式やレセプションにおける各

国からのスピーチが掲載されている。11月 10日夕刻の議長主催の最終晩餐会では、各国の代表が
感謝の辞を興奮気味に述べている。ソ連・レニングラード大学（現・サンクトペテルブルグ大学）

教授の Leo S. Bergは、“Long live our honourable President, Dr. Sakurai! Long live the noble kind 
and hospitable Japanese people inhabiting this wonderful land, perhaps the most wonderful in the 
world!” と、櫻井や日本人のもてなしを絶賛している。前出の Conynghamは、櫻井の神戸への出
迎えや一等車の手配といった海外参加者の訪問に係る対応について、「チーフ・マジシャン」であ

ると讃えている。無論、主催者の面前で苦言を呈することは考えづらいが、会議終了後においても、

参加者からの評価は高い。例えば、ホノルル総領事館からは、N. H. Heck米国地質局長が、英語
使用や外国人研究者を優遇し便宜供与を行ったことを評価する旨、報告されている106)。また、

Thomas A. Jaggar ［火山学者、ハワイ火山観測所長］は、雑誌 Scienceで、研究論文等をより広範
囲に翻訳する必要性があると指摘し、火山学者・地震学者の間で、より学術交流を深める合意形成

をしたと報告する一方で、会議全般について、櫻井の統率力と政府の費用負担を含め日本側のホス

ピタリティを高く評価している107)。

会期終了翌日の New York Timesは、PSAの設立を含め、学術の国際協力や各国間の交流に関
して大きな成果があったと報じている108)。また、第 4回会議の報告書でも、第 3回会議の特筆す
べき成果は PSAの設立であるとしている109)。したがって、国際機関の新設についても海外から評

価されたのである。

４．PSC開催の真相をめぐって　

本稿では、自然科学を包括的に対象とした大規模な国際会議である、第 3回汎太平洋学術会議が
なぜ日本で開催されたのか、どのように開催されたのかについて、開催の中心的役割を担った櫻井

錠二の観点から実証してきた。その結果として、学術研究会議が主催となり、政府や国内の学術関

連機関を巻き込んで、PSCを開催し、海外から日本の学術への注目を集める努力が行われたこと
を示した。では、なぜそうであったのか。考えうる理由として次の 3点を提示したい。

1点目は、学術研究会議を構成する面々が、官費留学を経験するなど国の学術基盤形成を嘱望さ
れたエリートだったからである。とくに櫻井は、PSCの準備期間中、貴族院議員を務めるほか、
学術研究会議副会長であり、さらに開催前年の 1925年には学術研究会議会長、開催年の 1月には
枢密顧問官、同年 2月には帝国学士院長、と数々の要職に就き、学術行政への影響力が大きかっ
た。それゆえに学者の総結集ともいえる準備態勢の構築と、国内 400名の招集・選抜が可能であっ
た。PSC開催の中心的役割を担っていたことが、これらの要職を担うことにつながった部分もあ
ろうが、学術基盤を作ることが使命だったために、研究そのものではない PSC開催

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 444 4 4

、そして PSA
という国際機関の創設に、注力し得たのである。この点は、Kikuchi110)が指摘する、NRCの創設
による国内化学界の国際化の推進、そこでの櫻井の役割と整合する。また、櫻井らは、万国学士院

連 合 会 や 万 国 理 学 文 書 目 録 会 議（Conference on the International Catalogue of Scientific 
Literature）といった国際会議に参加したが、それらは欧州で開かれていたため、日本から現地に
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派遣されるばかりであった。ところが、PSCは太平洋周辺諸国を対象としており、米国（IRC主
導国の一つ）や豪州という先進国が入っていながらアジアや中南米の諸国も対象であって、地震学

等における日本の優位性もあった。そうした PSC独特の条件が、日本側の思惑と適合し、主催に
至ったとも言えよう。

2点目は、学術研究会議の存在意義の顕示である。同組織は、海外諸国との学術の連絡強化を目
的として 1920年に国内に設置されていた。したがって、PSCはNRCに対して後発的なものであり、
1918年に日本の学術研究会議の設置が決まった際には、汎太平洋会議の開催ありきではなかった。
しかし、PSCの開催は、国際連携を本務として設置された学術研究会議が、国際組織の日本支部
としての本分を発揮する好機でもあった。櫻井は後年、学術研究会議は国内的には大した仕事はで

きなかった 111)と振り返っているが、本稿で見てきたように、新設機関の存在意義を国内外に示す

ために、PSCの開催に積極的であった可能性は否定できない。
3点目は、日本の科学者に対する国際化への意識啓発の企図である。明治初期から、政府や学界
において海外への意識は高く、髙峰譲吉や長岡半太郎、池田菊苗など 1850–60年代生まれの世代は
世界に誇れる業績を出していた。しかし、それはごく一部であり、むしろその下の世代が行う研究

活動を懸念していたと考えられる。なぜなら、日本国内では、試験研究機関が明治 10年頃は 10機
関に満たなかったが 1920年頃には 500機関を超えており112)、大学の新設も相次ぎ、明治 10年の
東京大学 1校から大正 12年で 31校へ113)、また、学会数は、明治 10年までは 1であったが大正末
期前後には 96に増加した114)。これら機関や学協会には相当の人数の研究者が所属しており、大正

12年時点で大学教員は約 3200人115)、昭和 2年時点で自然科学系学協会の登録はのべ 12.2万人で
あった116)。研究機関や研究者の量的な拡大は順調であるものの、全体的には、研究を国際的に展

開していたわけではない。それを表徴するように、PSC開催の前年の 1925年、日本学術協会という、
自然科学全体を包摂するものの日本国内対象の協会が設立され、論文・口頭発表とも日本語が使用

されていた。櫻井自身もその協会の第 1回大会（同年 10–11月開催）に祝辞を贈っているが117)、日

本が欧米の学術界から孤立していることを述べており、その翌年に公刊した「本邦科学の国際化」

では、日本語による成果発表を嘆いているのである。

したがって、PSC開催の背景には、主催の指揮をとった櫻井の観点から述べれば、上記 3点に
示される学術行政の本務として遂行すべき十分な理由があったのである。

５．今後の課題

本稿は PSCを初めて本格的に対象とした論文である。そのため、PSCをめぐる今後の課題は様々
挙げられる。まず、実際に日本の科学者における国際化がどの程度すすんだのか、成果発表や人脈

の構築といった観点から検証することがある。一方で、通史において大正期は、「外国との実質的

な学術交流というよりはむしろ日本社会に今までなかった科学的雰囲気の高揚という点にその意義

があった118)」とされるように、PSCはこの文脈にある。本稿で述べてきたように、新聞での連日
の報道があり、また、拙稿119)で記したように、各地の住民における歓迎などの国内の盛り上がり

があった。したがって、科学に対する社会一般の関心度の高まりとの関係についても、検証する必

要があろう。そして、今回は学界側、とくに櫻井の企図に着目したが、政府側の観点からも、検証

する必要がある。大学の研究費をつけられなかった当時、折しも震災復興に多大な出費が必要で

あったにもかかわらず、なぜ政府は PSC開催に前向きであったのかは、財政面と絡めて明らかに
しなければならない。さらに、冒頭に記したように、学術研究の国際的な展開にあたっては、情報

の取得や成果発表の媒介となる言語の問題があるので、この観点からも PSCについての検証が求
められよう。
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日本近代の学術基盤の形成において、国際化による研究水準の向上は必要不可欠だった。今後、

PSCやその主催母体であったNRCが国内の学術体制の構築に果たした意義について、種々の角度
から検証を進めていきたい。

図 1　 開会式で載仁親王が演説する様子（Souvenir of the Third Pan-Pacific Science Congressより抜粋）
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表 1　PSCの日程表

Date in 1926 Forenoon Afternoon Evening

Oct. 18 (Mon.)– 
25 (Mon.)

Visit 
Ainu villages (A-1) ; 

Cretaceous and Tertiary deposits (A-2)
Oct. 26 (Tue.)– 
29 (Fri.)

Excursion 
Nikko (B-1); Hakone (B-2)

Oct. 30 (Sat.) - Opening Meeting -
Oct. 31 (Sun.) - - -
Nov. 1 (Mon.) Joint Divisional Meeting - 2 Public Lectures

Nov. 2 (Tue.)
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)

7 Sectional Meetings 
(Astronomy, Geography, 
Agriculture etc.)

-

Nov. 3 (Wed.)
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)

-

5 Sectional Meetings
(Anthropology and 
Ethnology, Seismology, 
etc.)
Public Lecture

Nov. 4 (Thu.) Joint Divisional Meeting
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)

-

Nov. 5 (Fri.)
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)

-
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)
Public Lecture

Nov. 6 (Sat.) Shorter Excursions
Ashio Copper Mine (C-1) ; Hitachi Copper Mine (C-2) ; Haranomachi and 

Matsushima (C-3) ; The lake districts around Mt. Fuji (C-4) ; Kamakura and 
Enoshima (C-5) ; Kioroshi (C-6) ; Kasori (C-7) ; Chichibu (C-8) ; Yoshimi (C-9) ; 

Misaki (C-10)
Nov. 7 (Sun.)

Nov. 8 (Mon.)

5 Sectional Meetings 
(Anthropology and 
Ethnology, Meteorology 
and Terrestrial 
Magnetism etc.)

-

Nov. 9 (Tue.)
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)

-
Divisional Meetings
(Physical Science, 
Biological Science)
Public Lecture

Nov. 10 (Wed.)

-10:30 Divisional 
Meetings ; 10:30- 7 
Sectional Meetings 
(Geology and Geography, 
Radio Waves etc.)

- -

Nov. 11 (Thu.) General Meeting (Session 
closes) - 　

Nov. 12 (Fri.)–
 Nov. 15 (Mon.)

Excursion 
Kyoto, Nara, Osaka, and Kobe

(incl. 2 Public Lectures)

Nov. 16 (Tue.)– 
Nov. 19 (Fri.)

Excursion
Miyajima, Beppu and Unzen (E-1) ; Miyajima, Besshi Mine and Yashima (E-2) ; 
Miyajima, Yawata Iron and Steel Works and Miike Colliery (E-3) [Suspended] ; 

Miyajima, Aso Volcano and Unzen (E-4) ; Beppu, Aoshima and Sakurajima 
(E-5)

（Proceedings of the Third Pan-Pacific Science Congress: Tokyo, October 30th–November 11th, 1926より筆者作成。10月 31
日は休会。背景部分は見学旅行、番号はグループ。）
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Introduction to the Third Pan-Pacific Science Congress: An 
Analysis of Its Background and Characteristics with 

Reference to the Role of Joji Sakurai

Chihiro YAMANAKA

This paper discusses the background and characteristics of the Third Pan-Pacific Science Congress 
(PSC) held in Japan in 1926, with reference to the role of Joji Sakurai, the chairman of the congress. 
The PSC had originally aimed at solving Pacific-related issues with the interaction of researchers in 
the Pacific region. In their first foray in the country, then, how and why did they host such a large 
costly congress?
　The author found that Sakurai and the members of the newly established National Research 
Council (NRC) involved Japanese stakeholders; carefully formed and funded the congress; and 
showcased Japan and its research performance. They also established the Pacific Science Associa-
tion as a permanent international organization. Eventually, the overseas delegates were amazed by 
the quality and volume of the papers, the excursions, and the receptions. The guests, as well as 
newspapers, praised the host and the outcomes of the congress.
　The reasons behind those efforts were: 1) Sakurai and the NRC members had the mission of mak-
ing Japan a modern country by developing its academic system, 2) they took the opportunity of 
hosting the PSC to demonstrate that the NRC functioned both domestically and internationally, 
and 3) they intended to internationalize science in Japan, which had been underway of its modern-
ization.


